
KITAGIN NEWS RELEASE 2023  

〒020-8666 岩手県盛岡市中央通１-６-７ 

TEL：019-653-1111（代表） https://www.kitagin.co.jp/  

 

2023 年 3月 31 日 

各 位 

株式会社 北日本銀行 

 

きたぎん SDGs 経営サポートによる「SDGs 宣言」策定支援について 

～有限会社 トータルディバイズ～ 

 

株式会社北日本銀行（頭取 石塚恭路）は、取引先企業さまの SDGs への取り組みを評価分析し、

SDGs 経営を支援する「きたぎん SDGs 経営サポート」を取り扱っております。この度、本サービス

のうち Basic（基本版）を通じて、有限会社トータルディバイズ様（代表取締役 藤澤明弘）が SDGs

宣言を策定されましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 今後とも当行は、取引先企業さまの SDGs の取り組みを支援し、持続的な地域社会の実現に貢献

してまいります。 

記 

１． 会社概要 

会 社 名 有限会社 トータルディバイズ 

所 在 地 〒020-0834 岩手県盛岡市永井 15地割 56-10 

代 表 者 代表取締役 藤澤 明弘 

業 種 小売業 

 

２． 重点項目 

 

 

３． きたぎん SDGs 経営サポートについて 

取引先企業さまの SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）への取り

組みを促進するため、取引先企業さまの SDGs の取り組み状況を確認し、優先課題を決定した

上で、目標設定を行うこと（Basic：基本版）、また、サプライチェーン分析による事業活動の

流れと SDGs 貢献度を分析し、未来志向の目標設定（Progress：発展版）をお手伝い致します。 

以 上 

 

 

 

［本件に関するお問い合わせ先］ 

営業統括部 事業コンサルティング室（担当：加藤） TEL：019-626-6529 



当社について

現状のSDGsに対するマテリアリティ（重要課題）

企業概要

(本社：岩手県盛岡市)

コンプライアンス・ガバナンス

マテリアリティ（重要課題）

エネルギー使用量の削減、脱プラスチック、持続可能な森林資源の利用

従業員の体の健康保持、従業員の心の健康保持、休暇の取得奨励

地域金融機関との連携、地域とのコミュニケーション

コンプラ体制の構築、BCPの策定、デジタル技術の活用

大項目

環境の保全

従業員の働きがい

地域社会への貢献

有限会社 トータルディバイズ

代表取締役　藤澤 明弘

 

 当社は1995年に岩手県盛岡市で創業した、調剤薬局です。 

盛岡市、一関市に４店舗を展開し、地域のお客様に安心と健康をお届けします。 

～調剤に健康の願いを込めて～をモットーに、人と人とのふれあいを大切にし、みなさまの

健康のお役に立てる薬局づくりと街づくりを目指しています。 

 またジェネリック医薬品の推奨や使用促進をすることで、患者様や国の医療費削減へも貢

献してまいります。 



【企画・制作協力：株式会社日経リサーチ 「SDGs経営推進プロジェクト」】

マテリアリティ（重要課題）

有限会社 トータルディバイズ　SDGs宣言書

当社は、国際連合で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に、
以下のマテリアリティ（重要課題）への取り組みを通じて貢献します。

2023年3月31日
有限会社 トータルディバイズ

代表取締役　藤澤 明弘

・事務用品を購入する際は、環境に配慮したものを選定します。

 ▼ 目標・取り組み内容

・店舗照明のLED化を推進します。
・脱プラスチックを推進するため、エコバック持参を推奨します。

地域環境保全に貢献するために、資源の有効活用や店舗設備環境の見直しを推進し、社内浸透を進め
ます。

 環境の保全

 ▼ 目標・取り組み内容

・再検査も含め定期健診受診率100％を目指します。
・ストレスチェックを実施し、メンタル状態の把握とケアを行います。
・休暇取得に関する意識啓発を継続し有給休暇取得率80％を目指します。

 従業員の働きがい

従業員の働きやすさ、働きがいを向上させ、風通しの良い職場を目指します。

 ▼ 目標・取り組み内容

・地域医療の活性化に向けた金融機関との連携を行います。
・学生の職場見学受入を継続します。

地域の方とのふれあいを大切にし、健康であり続けるまちづくりを目指します。

 地域社会への貢献

・ドローン導入により、遠隔地の顧客にも安定的に薬を供給します。

 ▼ 目標・取り組み内容

 コンプライアンス・ガバナンス

健全な運用体制を構築し、お客様に安心と健康をお届けします。

・法令違反、行政指導ゼロを目指し、健全経営を行います。
・災害、感染症発生時のBCPの策定、体制整備を強化します。


